
１．校務DX計画

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

学校における
業務のデジタル化

・「GIGAスクール構想の下での校務DX
化チェックリスト」の自己点検結果
（以下「自己点検結果」という。）に
よると、児童生徒の欠席等連絡や保護
者アンケートに関しては、約６割の学
校がその半分以上をクラウドサービス
により実施している。
・一方、保護者からの時間外の問合せ
対応、日程調整、保護者面談における
クラウドサービスやWeb会議システムの
活用は、低い水準にとどまっている。
・また、CBTの活用状況については、小
テストで約３割、定期テストで約１割
の学校が取り入れているにとどまり、
活用があまり進んでいない。

学校設置者における
業務のデジタル化

・教育委員会主催の研修におけるオン
ライン化やクラウドサービスの活用に
関しては、一部の研修では実施されて
いるものの、大部分が対面形式で実施
されている。
・市雇用職員の服務・勤怠管理、事
故・損壊の報告、予算に関する申請等
に係る手続きがペーパーレス化されて
おらず、業務の負担となっている。

次世代の校務デジタル
化に向けた環境整備

・令和６年度の校務用端末更新を機
に、将来的なネットワーク統合を見据
え、これまで校務用と学習用で使い分
けていた教職員用の端末を１台の２in
１型端末に統合した。
・県が構築する校務DX環境（パブリッ
ククラウド上で運用する次世代型校務
支援システム及びアクセス制御を前提
としたネットワーク。以下「県システ
ム」という。）について、令和９年度
からの導入に向けて検討中である。

生成AIの校務での活用

自己点検結果によると、生成AIの校務
での活用について、「全く使用してい
ない」学校が約８割、「一部（半数未
満）の教職員のみが活用している」学
校が約２割と、市全体としてほとんど
活用されていない状況である。

クラウド環境を活用
した校務DXの推進

セキュリティ上の理由により、教職員
用端末の校外への持ち出しについて
は、特定の条件を満たす場合に限定し
ているため、教職員が校外からでもク
ラウドサービスを使用できる環境は
整っていない。

Fax・押印の原則廃止、
ペーパーレス化、不必
要な手入力作業の一掃

自己点検結果によると、職員会議等の
資料のペーパーレス化を「全く行って
いない」「一部実施（半分未満）にと
どまる」学校の割合が約４割である。
加えて、業務にFAXを使用している学校
が９割超、保護者や外部とのやりとり
に押印・署名が必要な書類が存在する
学校が８割超と、ペーパーレス化を阻
害する大きな要因となっている。

２．期待される効果
・次世代型校務支援システム等のクラウドサービスやCBTの積極的な活用により、教職員の負担軽減や柔軟で安全な働き方が可能となる。また、校務
や学習に関する各種データがクラウド上に蓄積され、これらを連携し分析することで、学校運営や教育活動の充実・高度化が可能となる。
・紙やFAXによる業務フローを見直し、これらがデジタル化されることで、調査・集計作業の効率化やコミュニケーションの迅速化・活性化が可能と
なる。

長岡市
校務DX計画

令和７年３月31日

現状分析・課題
解決策・想定スケジュール

生成AIに

関する事

例収集、

活用方法

検討

活用方法の情報発信

※国のパイロット校事業の実証結果等を含む

教職員用端末の１台化（R6.9月～）

県システム導入・運用開始

次期ネットワークの在り方検討、設計

ゼロトラストセキュリティ（県システム）導入

に伴い、教職員用端末の校外持ち出し開

始

紙ベースの業務、押印ルールの見

直し

保護者とのやりとりにおけるデジ

タル化の事例収集、活用方法検

討
活用方法の情報発信

会議資料のペーパーレス

化等の事例収集
活用方法の情報発信

次期ネットワー

ク運用開始

FAXでのやりとり、押印ルー

ルの見直し

服務・勤怠管理のシステム化（市雇用職員）

県システム仕様

検討・構築

県システム稼働開始

※先行導入自治体

CBT活用状況に係るデータ収集、

活用事例等の情報発信

学校現場への電子決裁システ

ム導入検討（県システム）

学校現場への電子決裁システム

導入（県システム）

生成AIの

校務利用

に関する

ガイドライ

ン策定

研修アンケートにお

けるクラウドサービス

の利用開始

共有フォルダを活用

した研修資料データ

の共有開始


